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令和５年９月定例会 議案説明資料目次 

教 育 委 員 会  

 

【予算関係】 

  （一般会計） 

議案番号 件     名 課 名 等 頁 

第１号 令和５年度鳥取県一般会計補正予算（第４号）   

  １ 補正予算説明資料 （総括表） 

教育センター 

美術館整備課 

体育保健課 

3 

4 

5～7 

8 

 ２ 歳入歳出事項別明細書  9～10 

 ３ 債務負担行為に関する調書 教育センター 

美術館整備課 

体育保健課 

11～12 

 

【予算関係以外】 

（議案） 

議案番号 件     名 課 名 等 頁 

第４号 鳥取県特定個人情報の利用及び提供に関する条例の一部を

改正する条例 

人権教育課 13～14 

第２８号 公の施設の指定管理者の指定（鳥取県立大山青年の家）につ

いて 

社会教育課 15～19 

第２９号 公の施設の指定管理者の指定（鳥取県立船上山少年自然の

家）について 

社会教育課 20～24 

第３０号 公の施設の指定管理者の指定（鳥取県立生涯学習センター）

について 

社会教育課 25～30 

第３５号 職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び県費負担教職員の

勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例（県費

負担教職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正す

る条例） 

教育人材開発課 31～32 

 

（報告） 

報告番号 件     名 課 名 等 頁 

第７号 長期継続契約の締結状況について 教育環境課 

小中学校課 

33 
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議案第１号

教 育 委 員 会（単位：千円）

課 名 補 正 前 の 額 補 正 額 計 国 庫

支 出 金

（ 一 般 会 計 ）

教 育 セ ン タ ー 1,442,066 5,013 1,447,079 5,013

美 術 館 整 備 課 1,127,768 241,028 1,368,796 241,028

合 計 61,969,136 246,041 62,215,177 246,041

教 育 セ ン タ ー

美 術 館 整 備 課

体 育 保 健 課

議 案 説 明 資 料 総 括 表

財　　源　　内　　訳

起 債 そ の 他 一 般 財 源
備 考

鳥取県立美術館整備推進事業
（新）美術作品収集事業
（新）屋外美術作品制作委託事業
[債務負担行為]屋外美術作品制作委託事業

ＩＣＴ環境整備事業
[債務負担行為]ＩＣＴ環境整備事業

（ 一 般 会 計 ）

[債務負担行為]県立学校給食費
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10款　教育費

１項　教育総務費 教育センター（電話：0857-28-2323）

２目　事務局費 （単位：千円）

国庫支出金 起債 その他 一般財源

債務負担行為

　577,077
債務負担行為

　　 39,482
債務負担行為

　　 616,559
債務負担行為
　　 39,482

1,055,117 5,793 1,060,910

5.2人 0.1人 5.3人

 事業内容の説明

 １　事業の目的、概要

 ２　主な事業内容

（単位：千円）

区分

県立学校のネット
ワーク環境増強に係
る経費

（単位：千円）

 ３　事業目標・取組状況・改善点

　

※BYAD…Bring Your Assigned Deviceの略。学校が推奨機種を斡旋して個人が私費購入した端末を持ち込
　　　　み、活用すること。

内容

〇令和６年度にBYAD※３年目を迎え、西部地区の通信回線が逼迫
することが想定されることから、西部地区の回線を東中部地区と
同様に専用回線に変更し、通信回線を増強する。
〇今年度に実施したネットワーク調査の結果、県立学校ネット
ワークの集約機器が老朽化等により、遅延を引き起こす可能性が
あることが判明したため、当該機器を更新し、BYAD３年目を迎え
ても遅延なく利用できるよう環境改善を図る。

＜債務負担行為の設定＞
　県立学校において、インターネットや情報ツールを積極的に活用した授業を、安心・安定して展開できる
よう、使用料・通信利用料などの債務負担行為を行う。

区分 債務負担行為期間 予算額（限度額）

ネットワーク回線利用料及び県立学校ネット
ワーク集約機器更新

令和６年度から
令和10年度まで

39,482

従事する職員数

1,014,572

トータルコスト

1,019,585

（補正に係る主な業務内容）

契約事務等

　県立学校において、インターネットや情報機器を積極的に活用した授業を展開できるよう、必要となる通信
環境を整備する。

＜事業目標＞
　児童・生徒がICTを基盤とした先端技術等の活用が効果的に行えるよう、情報機器の整備や安定しネットワー
ク環境の整備を図る。

＜取組状況・改善点＞
〇学校のICT環境整備は、国が「教育のICT化に向けた環境整備５か年計画（2018～2022年度）（※2024年度ま
　で延長）」で示す水準を目標に進めてきた。
〇「GIGAスクール構想」により児童・生徒が１人１台端末を利用した学習が進むことから、ネットワーク機器
　やインターネット回線の増強、教職員PCのハイスペック端末導入等、「GIGAスクール構想」実現のための環
　境整備を令和４年度に実施した。

5,013

5,013

5,013
ＩＣＴ環境整備事業

令和５年度一般会計補正予算説明資料

事　業　名 補正前 補　正 計

予算額

財　源　内　訳
備考
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令和５年度一般会計補正予算説明資料
10款　教育費
　６項　社会教育費  美術館整備課 （ 電話 ：0858-47-3011 ）
　　３目　博物館費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 鳥取県立美術
館整備推進事
業

1,077,218 4,323 1,081,541 4,323

 トータルコスト 1,093,592 5,103 1,098,695（補正に係る主な業務内容）

 従事する職員数 2.1人 0.1人 2.2人
・まんが王国とっとりの取組をPRする設備の準備を進める。
・開館に向けた庁内LAN整備を行う。

事業内容の説明

 １　事業の目的、概要

　令和７年春に開館予定の鳥取県立美術館では、まんがやアニメなどのポップカルチャーをテーマとした企画展
を毎年開催することとしているが、企画展の会期に限らず、広く県内外の方に「まんが王国とっとり」の取組を
知っていただくために鳥取県が生んだ３巨匠の作品紹介コーナーを常設的に設置する準備を進める。
　また、美術館内で県職員が使用する庁内LANを建設工事の作業工程に合わせて整備する。

 ２　主な事業内容

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
区分 内容 予算額

「まんが王国とっとり紹介
コーナー(仮称)」展示什器
等の設計業務

著作権者の監修協議を受けながら設計図やグラフィック構成イメー
ジ案等の作成を進め、令和６年度予算で展示製作費を算出するため
の設計業務委託を行う。

3,179

美術館内における庁内LAN
整備事業

美術館内で県職員（学芸員）が使用する庁内LANについて、建設工事
の作業工程に合わせ、整備を行う。

1,144

合計 4,323

 ３　事業目標・取組状況・改善点

＜事業目標＞
　令和７年春開館に向けて、PFI事業者と一体となって県民立美術館として開館準備業務を進めるとともに、地元
倉吉市から全県展開を図り、県民や関係者の機運醸成を図る。
＜取組状況・改善点＞
　令和７年春開館に向けて、県民立美術館を実現するため、県内全域対象に出前説明会を開催するとともに、美
術館の目的やコンセプト、アート作品の魅力を発信するキャラバン活動を行っている。
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令和５年度一般会計補正予算説明資料
10款　教育費
　６項　社会教育費  美術館整備課 （ 電話 ：0858-47-3011 ）
　　３目　博物館費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）美術作
品収集事業

0 171,105 171,105 171,105

 トータルコスト 0 171,885 171,885（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.0人 0.1人 0.1人関係業者との調整、発注、契約、支払い

事業内容の説明

 １　事業の目的、概要

　令和７年春の開館を目前とする鳥取県立美術館のコレクションを充実させ、その魅力を高めるため、収集方針
に基づき、開館に向けた美術作品の購入を進める。

 ２　購入候補美術作品一覧

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）
分野 作家名 作品名 予算額 収集方針

根本幽峨
（1824～1866）

出山御尊像（制作年：嘉永２(1849)年頃） 495 １（１）

鈴木其一
（1796～1858）

草花図屏風（制作年：弘化元(1844)年頃～安政５
(1858)年頃）

19,800 ２（１）

近世絵画
（３点）

伊藤若冲
（1716～1800）

花鳥魚図押絵貼屏風（制作年：江戸中期） 110,000 ２（１）

亀（制作年：1969年） 7,150彫刻
（２点）

八木一夫
（1918～1979）

墨の本（制作年：1972年） 9,350

１（５）

Landscape gardening（制作年：2013年） 1,430坂本和也
（1985～）

Resilience（制作年：2021年） 1,980

１（３）

やなぎみわ
（1967～）

My Grandmothers AI（制作年：2003年） 3,300 ２（３）

Brothers (A Late Autumn Prayer）（制作年：1991年） 10,450

現代美術
（５点）

森村泰昌
（1951～）

Self-portrait / after Brigitte Bardot 2（制作年：
1996年）

7,150

２（３）

合計 171,105
※１点7,000万円以上の作品については、次の県議会に財産の取得に関する議案を提出予定。

【収集方針】
１　鳥取県の美術
（１）鳥取県に関係した近世以前の美術作品
（２）鳥取県にゆかりのある近代作家の美術作品
（３）鳥取県にゆかりのある現代作家の美術作品
（４）鳥取県の自然や風物などを題材にした美術作品
（５）郷土作家とつながりをもつ国内外の作家の優れた美術作品
２　国内外の優れた美術
（１）江戸絵画の多様性を示す優れた作品
（２）近代（明治～戦前）における各分野の参照点となる優れた作品
（３）戦後の美術・文化の流れを示す優れた作品
（４）館の内外に半恒久的に設置する作品（現存作家への委託制作作品）
３　同時代の美術の動向を示す作品
（１）過去20年間でめざましい活動を行った作家の作品
（２）当館の企画展およびスタジオ・プログラムに参加した作家の作品
（３）国内外の公立美術館での発表または重要な展覧会に参加した作家の作品

 ３　事業目標・取組状況・改善点

＜事業目標＞
　令和７年春の開館に向けて、収集方針に基づき美術作品の購入を進める。
＜取組状況・改善点＞
　令和５年度美術資料収集評価委員会（７月23日開催）にて、収集候補作品として相応しいという評価を得た。
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令和５年度一般会計補正予算説明資料
10款　教育費
　６項　社会教育費  美術館整備課 （ 電話 ：0858-47-3011 ）
　　３目　博物館費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

債務負担行為

262,400
債務負担行為

262,400
債務負担行為

262,400

 （新）屋外美
術作品制作委
託事業 0 65,600 65,600 65,600

 トータルコスト 0 66,380 66,380（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.0人 0.1人 0.1人関係業者との調整、発注、契約、支払い

事業内容の説明

 １　事業の目的、概要

　鳥取県立美術館開館に向けて、美術館及び周辺環境の魅力を高めるため、屋外彫刻作品を制作・設置する。

 ２　主な事業内容

　　　 　 　  　  　 　  　  　 　  　  　 　  　  　  　 　  　  　 　  　　　　　　　（単位：千円）
予算額

設置個所 作品イメージ 作家（在住地） 令和
５年度

令和
６年度

合計

エントリープラザ（１
点）
※メインエントランス
に向かう経路

最寄りのバス停から美術館に入る正
面に位置する広場であり、植栽樹木
の並びのなかで人々が行き交い近づ
くことができる場所に、美術館のコ
ンセプトを象徴する作品を１点制作
する。

彫刻の庭（１点）
※メインエントランス
横の芝生広場

県民ギャラリーの東側窓に面し、正
面入り口など３方向から眺めること
ができる芝生の庭の中で、違う角度
の離れた場所からも楽しめる作品を
１点制作する。

創作の森 他（４点）
※美術館西側

建物の西側に設ける街並みから切り
離された空間の中で、来館者がくつ
ろぎ、作品に触れつつ対話できるよ
うな素材感を活かした作品や参加型
の作品の他、縁側やテラスに設置す
る小型作品を含め、４点制作する。

・青木野枝（日本）
・リー・ウーファン    
（日本）
・リクリット・ティーラ
ワニット（タイ）
・スーパーフレックス 
※３人のアーティストで
構成 （デンマーク）
・中ハシ克シゲ 
（日本・鳥取県）
・鈴木昭男（日本）

65,600 262,400
（債務負
担行為）

328,000

 ３　事業目標・取組状況・改善点

＜事業目標＞
　令和５年度末に竣工を迎える建物工事の期間中に屋外設置作品の目途を付け、美術館の外構や周辺環境と調和
し、かつ人々を館内に招き入れる魅力を持った屋外作品を購入する。
＜取組状況・改善点＞
　屋外作品収集の考え方に沿ったコンセプトの作品を手掛ける作家に現地調査を依頼し、調査結果を元に、制作
委託先候補の選定を行った。
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10款　教育費

７項　保健体育費 体育保健課（内線：７９２３）

１目　保健体育総務費 （単位：千円）

国庫支出金 起債 その他 一般財源

債務負担行為

　　 111,501
債務負担行為

　　111,501
債務負担行為

　　111,501

159,893 780 160,673

1.6人 0.1人 1.7人

 事業内容の説明

 １　事業の目的、概要

 ２　主な事業内容

（単位：千円）

区分

特別支援学校給食
委託

 ３　事業目標・取組状況・改善点

　

財　源　内　訳
備考

[債務負担行為]県立学校
給食費 147,418

債務負担行為期間

令和６年度から
令和８年度まで

倉吉養護学校及び皆生養護学校の
給食について、外部に調理を委託
し提供する。

事業内容 予算額

111,501

従事する職員数

147,418

トータルコスト

令和５年度一般会計補正予算説明資料

事　業　名 補正前 補　正 計

0

（補正に係る主な業務内容）

県立学校給食の調理委託

　倉吉養護学校及び皆生養護学校における学校給食調理業務委託契約が令和５年度末で終了するため、令和６
年４月から３年間の複数年契約を行う。

＜事業目標＞
・県立特別支援学校の学校給食を実施する。
＜取組状況・改善点＞
・県立特別支援学校の学校給食の調理業務を民間業者等に委託し実施している。
・給食の実施にあたっては、学校給食衛生管理基準に基づく給食従事者の職員健康診断の実施などによ
　り、安全・安心な学校給食を提供している。

0
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令和５年度一般会計補正予算（第４号）歳入歳出事項別明細書（教育委員会）

   

補正前 補正額 補正後 補正前 補正額 補正後 補正前 補正額 補正後

１ 報 酬 1,878,191 1,878,191 409,355 409,355 380,834 380,834

２ 給 料 26,197,243 26,197,243 500,446 500,446 500,446 500,446

３ 職 員 手 当 等 15,048,124 15,048,124 412,633 412,633 412,522 412,522

４ 共 済 費 8,437,629 8,437,629 242,070 242,070 241,796 241,796

５ 災 害 補 償 費

６ 恩給及び退職 年金 22,345 22,345 22,345 22,345

７ 報 償 費 132,561 132,561 92,910 92,910 1,475 1,475

８ 旅 費 463,234 463,234 216,972 216,972 22,733 22,733

費 用 弁 償 74,724 74,724 28,922 28,922 15,366 15,366

普 通 旅 費 333,258 333,258 147,595 147,595 6,900 6,900

特 別 旅 費 55,252 55,252 40,455 40,455 467 467

９ 交 際 費 300 300 300 300

１０ 需 用 費 1,224,819 1,224,819 945,310 945,310 332,077 332,077

１１ 役 務 費 266,322 1,724 268,046 189,637 1,724 191,361 47,574 1,724 49,298

１２ 委 託 料 2,671,575 72,948 2,744,523 947,280 3,025 950,305 159,524 3,025 162,549

１３ 使用料及び賃 借料 1,188,919 264 1,189,183 1,038,853 264 1,039,117 804,280 264 804,544

１４ 工 事 請 負 費 1,943,983 1,943,983 1,460,397 1,460,397

１５ 原 材 料 費 10,545 10,545 845 845 845 845

１６ 公 有 財 産 購 入 費

１７ 備 品 購 入 費 274,893 171,105 445,998 119,781 119,781 3,171 3,171

１８
負 担 金 ､ 補 助
及 び 交 付 金 1,929,413 1,929,413 1,545,571 1,545,571 5 5

１９ 扶 助 費 98,731 98,731 98,581 98,581

２０ 貸 付 金 1,848 1,848 1,848 1,848

２１
補 償 、 補 填
及 び 賠 償 金

２２
償 還 金 ､ 利 子
及 び 割 引 料 32,905 32,905 32,905 32,905

２３ 投 資 及 び 出 資 金

２４ 積 立 金 144,968 144,968 144,968 144,968 144,968 144,968

２５ 寄 付 金

２６ 公 課 費 372 372 372 372

２７ 繰 出 金 216 216 216 216

予 備 費

      計 61,969,136 246,041 62,215,177 8,423,595 5,013 8,428,608 3,052,250 5,013 3,057,263

財 国 庫 支 出 金 11,027,867 11,027,867 1,564,765 1,564,765 328,982 328,982

源 地 方 債 1,529,000 1,529,000 1,169,000 1,169,000

内 そ の 他 1,684,371 1,684,371 326,818 326,818 148,489 148,489

訳 一 般 財 源 47,727,898 246,041 47,973,939 5,363,012 5,013 5,368,025 2,574,779 5,013 2,579,792

 （単位：千円）

２目　事務局費

節　　　別

款　　項　　目 １項
教育総務費

１０款
教育費
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令和５年度一般会計補正予算（第４号）歳入歳出事項別明細書（教育委員会）

１ 報 酬

２ 給 料

３ 職 員 手 当 等

４ 共 済 費

５ 災 害 補 償 費

６ 恩給及び退職 年金

７ 報 償 費

８ 旅 費

費 用 弁 償

普 通 旅 費

特 別 旅 費

９ 交 際 費

１０ 需 用 費

１１ 役 務 費

１２ 委 託 料

１３ 使用料及び賃 借料

１４ 工 事 請 負 費

１５ 原 材 料 費

１６ 公 有 財 産 購 入 費

１７ 備 品 購 入 費

１８
負 担 金 ､ 補 助
及 び 交 付 金

１９ 扶 助 費

２０ 貸 付 金

２１
補 償 、 補 填
及 び 賠 償 金

２２
償 還 金 ､ 利 子
及 び 割 引 料

２３ 投 資 及 び 出 資 金

２４ 積 立 金

２５ 寄 付 金

２６ 公 課 費

２７ 繰 出 金

予 備 費

      計

財 国 庫 支 出 金

源 地 方 債

内 そ の 他

訳 一 般 財 源

節　　　別

款　　項　　目 ６項
社会教育費

補正前 補正額 補正後 補正前 補正額 補正後

104,259 104,259 1,213 1,213

336,251 336,251

206,178 206,178

126,958 126,958

13,177 13,177 8,234 8,234

36,379 36,379 20,777 20,777

7,252 7,252 1,310 1,310

20,821 20,821 15,054 15,054

8,306 8,306 4,413 4,413

73,521 73,521 37,276 37,276

34,635 34,635 18,554 18,554

1,431,445 69,923 1,501,368 1,176,783 69,923 1,246,706

94,455 94,455 7,334 7,334

393,490 393,490

91,961 171,105 263,066 12,771 171,105 183,876

162,198 162,198 90,189 90,189

3,104,907 241,028 3,345,935 1,373,131 241,028 1,614,159

797,895 797,895 764,090 764,090

360,000 360,000

21,122 21,122 14,374 14,374

1,925,890 241,028 2,166,918 594,667 241,028 835,695

３目　博物館費

 （単位：千円）
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追加

期　　　間 金　　額 期　　　間 金　　額 国庫支出金 地 方 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

令和５年度
屋外美術作品制作委託
事業

美術館整
備課

262,400 令和６年度 262,400 262,400
屋外美術作品制
作委託

令和５年度
県立学校給食費

体育保健
課

111,501
令和６年度から
令和８年度まで

111,501 111,501 給食業務委託

備考

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事　　　　　項 限度額
前年度末までの支出（見込）額 当該年度以降の支出予定額

左　 の 　財 　源 　内 　訳

特　　定　　財　　源
一般財源

課名
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変更分

期　　　間 金　　額 期　　　間 金　　額 国庫支出金 地 方 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

補
正
前

577,077
令和６年度から
令和13年度まで

577,077 577,077

補
正

39,482
令和６年度から
令和10年度まで

39,482 39,482

ネットワーク回線
利用料及び県立
学校ネットワーク
集約機器更新

補
正
後

616,559
令和６年度から
令和13年度まで

616,559 616,559

令和５年度
ＩＣＴ環境整備事業

教育セン
ター

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額又は
支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事　　　　　項 課名 限度額
前年度末までの支出（見込）額 当該年度以降の支出予定額

左　 の 　財 　源 　内 　訳

備考特　　定　　財　　源
一般財源
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議案第４号（条例関係）                人権教育課（内線：７５４１） 

条
例
名
等 

鳥取県特定個人情報の利用及び提供に関する条例の一部を改正する条例 

提 

出 

理 

由 

及 

び 

概 

要 

 

１ 提出理由 

 申請等の際に提出する書類の削減等により県民の利便の向上を図るた

め、個人番号を利用する事務を拡大するものである。 

 

２ 概要 

（１）個人番号を利用することができる事務に、私立の高等学校その他の学校

への就学に要する費用の援助に関する事務を追加する。 

（２）その他所要の規定の整備を行う。 

 

３ 施行期日 

 公布日とする。 
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鳥取県特定個人情報の利用及び提供に関する条例の一部を改正する条例 

 

鳥取県特定個人情報の利用及び提供に関する条例（平成28年鳥取県条例第９号）の一部を次のように改正す

る。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

別表第１（第３条関係） 

 略  

５ 知事 私立の高等学校等（高

等学校等就学支援金の

支給に関する法律（平

成22年法律第18号）第

２条に規定する高等学

校等をいう。以下同

じ。）への就学に要す

る費用の援助に関する

事務（法別表第１の91

の項に掲げる事務を除

く。）であって、規則

で定めるもの 

 略  

８ 教育委員会 高等学校等、高等学校

の専攻科、中等教育学

校の後期課程の専攻科

及び特別支援学校（高

等部を除く。）への就

学に要する費用の援助

に関する事務（法別表

第１の26の項及び91の

項に掲げる事務を除

く。）であって、教育

委員会規則で定めるも

の 

 略  
 

別表第１（第３条関係） 

 略  

５ 知事 私立の高等学校等（高

等学校等就学支援金の

支給に関する法律（平

成22年法律第18号）第

２条に規定する高等学

校等をいう。）への就

学に要する費用の援助

に関する事務（法別表

第１の91の項に掲げる

事務を除く。）であっ

て、規則で定めるもの 

 

 略  

８ 教育委員会 県立学校への就学に要

する費用の援助に関す

る事務（法別表第１の

26の項及び91の項に掲

げる事務を除く。）で

あって、教育委員会規

則で定めるもの 

 

 

 

 

 

 略  
 

  

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第２８号（その他）                社会教育課（内線：７５１９） 

条
例
名
等 

公の施設の指定管理者の指定（鳥取県立大山青年の家）について 

提 
 
 

出 
 
 

理 
 
 

由 
 
 

及 
 
 

び 
 
 

概 
 
 

要 

 

１ 提出理由 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項に規定する公の施設の指

定管理者を指定することについて、同条第６項の規定により、本議会の議決を求める。 

 

２ 概  要 

（１） 公の施設の名称 

鳥取県立大山青年の家 

 

（２） 指定管理者 

鳥取市扇町21番地 

公益財団法人鳥取県教育文化財団 

理事長 福本 慎一 

 

（３） 指定の期間 

令和６年４月１日から令和11年３月31日まで 

 

（４） 理由 

大山青年の家の管理業務を効果的かつ効率的に行うため、公益財団法人鳥取県

教育文化財団を指定管理者として指定しようとするものである。 

 

 

（参考）選定方法：公募 
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鳥取県立大山青年の家の指定管理候補者の選定について 

 

鳥取県立大山青年の家の指定管理者について、鳥取県教育委員会指定管理候補者審査・指定管理施

設運営評価委員会（以下「審査委員会」という。）の審査結果を踏まえて検討を行った結果、次の団体

を指定管理候補者として決定した。 

 

１ 指定管理候補者 

公益財団法人鳥取県教育文化財団  鳥取市扇町２１番地 

 理事長 福本 慎一 

 

２ 指定期間 令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

 

３ 指定管理料の額 

１９３，６５５，０００円 （債務負担行為額１９３，６５５，０００円） 

［参考］単年度委託料の額 ３８，７３１，０００円 

 

４ 選定理由 

鳥取県立大山青年の家の指定管理者の指定に当たって応募があったのは上記１団体であった。審

査委員会において青少年社会教育施設設置管理条例第７条の基準に基づき総合的に審査した結果、

上記１の候補者が指定管理候補者として適当であると認める。 

［選定理由］ 

財政基盤も安定しており、これまでの指定管理施設の管理運営の経験から施設設備の維持管理

や危機対応等各種業務に関するノウハウも有している。また、当該施設の設置目的を理解した上

で、体験活動を組織的に提供する教育機関として利用者がその効果を十分に享受できるよう県職

員と緊密に連携し、事業に取り組む方針を明確にしている。 

さらに、新しい活動メニューの開発や他の施設等とも連携した広域的な観光情報の発信等サー

ビスの向上、施設の利用促進に向けた方策を提案している。 

 

５ 公募の経緯 

（１）募集期間（募集要項配布から募集締め切りの日まで） 

令和５年６月１９日（月）から同年８月３日（木）まで（現地説明会７月１９日（水）） 

（２）応募者 

応募者 所在地 代表者名 

（公財）鳥取県教育文化財団 鳥取市扇町２１番地 理事長 福本 慎一 

 

６ 審査の経緯 

（１）審査委員 

氏名 所属等 

岩田 直樹（委員長） 公立大学法人公立鳥取環境大学 特任教授 

高田 充征（副委員長） 高田税理士事務所 税理士 

齋藤 匠 前伯耆町立岸本小学校 校長      ※８月８日は欠席 

矢倉 美和子 ミライトひえづ 室長 

林 憲彰 鳥取県教育委員会事務局次長 
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（２）開催経緯 

第１回審査委員会 

令和５年６月１２日（月） 

県立大山青年の家の概要説明、募集要項等の審議 

第２回審査委員会 

令和５年８月８日（火） 

指定管理候補者の面接審査の実施、採点及び採点結果の審議、指定管理候補者の審査 

（３）選定基準 

 選定基準 審査項目 配点 

１ 施設の平等な利用を確保するの

に十分なものであること。 

（青少年社会教育施設設置管理

条例第７条第４号） 

・管理の基本的な考え方の適合性 

施設設置目的の理解 

指定管理者を希望する理由 

管理運営の方針 

必須 

 

２ 施設の効用を最大限に発揮させ

るものであること。 

（青少年社会教育施設設置管理

条例第７条第１号） 

・施設の設置目的に沿ったサービス・事業

の内容（サービス向上策、利用促進策等） 

・管理の基準 

開館時間、休館日、利用料金等の設定 

個人情報保護、情報の公開 

・施設設備の維持及び衛生管理の水準 

・利用者の安全確保（事故・事件の防止措

置） 

・利用者等の要望の把握 

２５ 

３ 管理に係る経費の縮減が図られ

るものであること。 

（青少年社会教育施設設置管理

条例第７条第１号） 

・収支計画及び見積内容 

・支出計画の見通し 

・県の指定管理料額 

２０ 

４ 管理業務を安定して行うために

必要な人員及び財政的基礎を有

しており、又は確保できる見込み

があること。 

（青少年社会教育施設設置管理

条例第７条第２号） 

・法人の財政基盤、経営基盤 

・組織及び職員の配置等 

・現在の施設職員の継続雇用に関する方針 

・関係法令に係る監督行政機関からの指導

等の状況 

・法人等の社会的責任の遂行状況 

障がい者雇用 

男女共同参画推進企業等の認定等 

ISO14001・TEASⅠ種規格等の認証等 

あいサポート企業等の認定等 

家庭教育推進協力企業の協定 

・当該施設の管理運営実績評価 

３０ 

５ 教育委員会の行う事業等に積極

的に協力するものであること。 

（青少年社会教育施設設置管理

条例第７条第２号） 

・所内での連携についての方針 

・受入事業等の実施の際の協力・方法 

２５ 
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（４）審査結果（面接及び書類審査） 

選定基準 得点 

（配点） 
評 価 

１ 
適 

・施設開所当初からの運営実績もあり、運営に対しての考え方、ノ

ウハウを十分有している。 

２ 

１７．７５ 

（２５） 

・自主事業に向けた取組が優れている。 

・激甚気象（猛暑、大雨等）が頻発しており、利用者の安全確保、

施設設備の維持管理に今まで以上に取り組んでほしい。 

・ＳＮＳを活用した情報発信のレベルを高め、多くの利用者の獲得

を期待したい。 

３ １０．７５ 

（２０） 

・支出計画が詳細に計画されており、確かな積算に基づく適切な収

支計画となっている。 

４ 
２０．２５ 

（３０） 

・財政基盤が安定しており、経営状況も良好である。 

・法人の他部門の職員との連携による人材育成及び事業展開に期待

したい。 

５ 

２０．５ 

（２５） 

・様々なネットワークを活用して、新たな事業（エコツーリズム等）

を企画運営して欲しい。 

・新たな利用者ニーズを積極的に把握し、県教育委員会との連携の

もと教育活動の充実を一層図って欲しい。 

合計 ６９．２５ 

（１００） 

※点数は委員４名の平均 

※点数は委員４名の平均 

 

７ 指定管理候補者の事業計画の概要 

（１）管理運営の基本的な考え方 

・大山青年の家は鳥取県が設置している社会教育施設であり、質の高い体験活動を組織的に提供

できる教育機関であることを十分意識した上で、その効果を享受できるよう所長等と密接に連

携して事業を補助し、諸規程を遵守しながら円滑な運営に積極的に協力する。 

・利用者への最大のサービスは安全安心な環境と充実した時間の中でしっかりした研修や自然体

験ができることと考えており、利用者には笑顔で挨拶の励行、利用者等との対応では、活動に

係る協議内容を確実に確認し、関係者全員で情報共有して、トラブル防止、気持ちの良い接遇

に努める。 

・実際の活動に際しては、効率的で充実した体験が出来るよう、企画に沿った施設や器具の準備

の打合せにも参画し、県の指導員への補助・協力に努める。 

 

（２）管理の基準・サービスの提供内容 

・日常から職員による巡視、点検で快適な環境の維持と異常の早期発見に努め、また毎年実施さ

れる「教育施設建設設備定期点検」の結果を確認して、修繕を要する箇所は県に報告した上で、

早期に修繕を行い、被害の拡大を防止する。 

・利用者が気持ち良く活動に参加できるよう職員の応接力の向上を図るとともに、利用者とのト

ラブルを防ぐため、打合せ結果等の情報を共有し、その確認を励行する。 

・新しい活動メニューの開発、必要な備品の購入など県の指導担当と協力し、利用者の満足度向

上に努める。 

・県内外の利用者向けに観光パンフレット、近隣の施設状況の提供など大山青年の家を情報発信

や観光などでもハブ機能を発揮できるよう工夫していく。 

 

（３）県事業との連携・協力 

・県の社会教育施設であることを認識し、受付から終了まで利用者が自然体験活動、生涯学習の

効果を十分に享受できるよう県の指導部門と常に連携しながら業務を行う。 
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・受付段階では、聞き取り内容を県の指導部門へ速やかに報告し、指導部門が予約受付を円滑に

実施できるよう利用者との連絡に当たる。事業計画段階では、活動場所や用品の準備など活動

内容への提案をしたり、研修内容やスケジュールに応じて職員の勤務時間帯を編成するなど研

修の充実と円滑な実施に向け、綿密な連携を行う。 

・受入事業・主催事業の実施に当たっては、各課程において県指導部門と連携して進め、食事数

の変更やアレルギー対応等についても給食会へ連絡するとともに職員に伝える。 
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議案第２９号（その他）                社会教育課（内線：７５１９） 

条
例
名
等 

公の施設の指定管理者の指定（鳥取県立船上山少年自然の家）について 

提 
 
 

出 
 
 

理 
 
 

由 
 
 

及 
 
 

び 
 
 

概 
 
 

要 

 

１ 提出理由 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項に規定する公の施設の指

定管理者を指定することについて、同条第６項の規定により、本議会の議決を求める。 

 

２ 概  要 

（１） 公の施設の名称 

鳥取県立船上山少年自然の家 

 

（２） 指定管理者 

ＴＫＳＳ・富士綜合警備保障共同企業体 

代表者 米子市米原八丁目11番49号 

株式会社ＴＫＳＳ 

代表取締役 田中 富士夫 

 

鳥取市商栄町405番地１ 

富士綜合警備保障株式会社 

代表取締役 谷口 道明 

 

（３） 指定の期間 

令和６年４月１日から令和11年３月31日まで 

 

（４） 理由 

船上山少年自然の家の管理業務を効果的かつ効率的に行うため、ＴＫＳＳ・富

士綜合警備保障共同企業体を指定管理者として指定しようとするものである。 

 

 

（参考）選定方法：公募 
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鳥取県立船上山少年自然の家の指定管理候補者の選定について 

 

鳥取県立船上山少年自然の家の指定管理者について、鳥取県教育委員会指定管理候補者審査・指定

管理施設運営評価委員会（以下「審査委員会」という。）の審査結果を踏まえて検討を行った結果、次

の団体を指定管理候補者として決定した。 

 

１ 指定管理候補者 

ＴＫＳＳ・富士綜合警備保障共同企業体 

（代表）株式会社ＴＫＳＳ 代表取締役 田中富士夫 米子市米原八丁目１１番４９号 

富士綜合警備保障株式会社 代表取締役 谷口道明 鳥取市商栄町４０５番地１ 

 

２ 指定期間 令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

 

３ 指定管理料の額 

２００，６０５，０００円 （債務負担行為額２００，６０５，０００円） 

［参考］単年度委託料の額 ４０，１２１，０００円 

 

４ 選定理由 

鳥取県立船上山少年自然の家の指定管理者の指定に当たって応募があったのは上記１団体であっ

た。審査委員会において青少年社会教育施設設置管理条例第７条の基準に基づき総合的に審査した

結果、上記１の候補者が指定管理候補者として適当であると認める。 

［選定理由］ 

財政基盤も安定しており、これまでの指定管理施設の管理運営の経験からしっかりとしたコス

ト意識に基づく経営や業務に関するノウハウを有している。また、指定管理施設に配置する職員

には接遇や、危機管理等様々な研修による人材育成の方針を明確に打ち出している。 

さらに、普段の業務の中での県職員との円滑な意思疎通、緊密な連携だけでなく周辺地域、関

係団体とも連携を進めるなどしながら、施設の利用促進やサービス向上の方策が提案されている。 

 

５ 公募の経緯 

（１）募集期間（募集要項配布から募集締め切りの日まで） 

令和５年６月１９日（月）から８月３日（木）まで（現地説明会の希望なし） 

（２）応募者 

応募者 所在地 代表者名 

ＴＫＳＳ・富士綜合警備保障

共同企業体 

米子市米原八丁目１１番４９号 代表取締役 田中富士夫 

 

６ 審査の経緯 

（１）審査委員 

氏名 所属等 

岩田 直樹（委員長） 公立大学法人公立鳥取環境大学 特任教授 

高田 充征（副委員長） 高田税理士事務所 税理士 

中江 人美 北栄人権文化センター 館長 

松浦 靖明 みささこども園 コーディネーター 

林 憲彰 鳥取県教育委員会事務局 次長 
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（２）開催経緯 

第１回審査委員会 

令和５年６月１２日（月） 

県立船上山少年自然の家の概要説明、募集要項等の審議 

第２回審査委員会 

令和５年８月８日（火） 

面接審査の実施後、採点及び採点結果の審議、指定管理候補者の審査 

（３）選定基準 

 選定基準 審査項目 配点 

１ 施設の平等な利用を確保するの

に十分なものであること。 

（青少年社会教育施設設置管理

条例第７条第４号） 

・管理の基本的な考え方の適合性 

施設設置目的の理解 

指定管理者を希望する理由 

管理運営の方針 

必須 

２ 施設の効用を最大限に発揮させ

るものであること。 

（青少年社会教育施設設置管理

条例第７条第１号） 

・施設の設置目的に沿ったサービス・事業

の内容（サービス向上策、利用促進策等） 

・管理の基準 

開館時間、休館日、利用料金等の設定 

個人情報保護、情報の公開 

・施設設備の維持及び衛生管理の水準 

・利用者の安全確保（事故・事件の防止措

置） 

・利用者等の要望の把握 

２５ 

３ 管理に係る経費の縮減が図られ

るものであること。 

（青少年社会教育施設設置管理

条例第７条第１号） 

・収支計画及び見積内容 

・支出計画の見通し 

・県の指定管理料額 

２０ 

４ 管理業務を安定して行うために

必要な人員及び財政的基礎を有

しており、又は確保できる見込み

があること。 

（青少年社会教育施設設置管理

条例第７条第２号） 

・法人の財政基盤、経営基盤 

・組織及び職員の配置等 

・現在の施設職員の継続雇用に関する方針 

・関係法令に係る監督行政機関からの指導

等の状況 

・法人等の社会的責任の遂行状況 

障がい者雇用 

男女共同参画推進企業等の認定等 

ISO14001・TEASⅠ種規格等の認証等 

あいサポート企業等の認定等 

家庭教育推進協力企業の協定 

・当該施設の管理運営実績評価 

３０ 

５ 教育委員会の行う事業等に積極

的に協力するものであること。 

（青少年社会教育施設設置管理

条例第７条第２号） 

・所内での連携についての方針 

・受入事業等の実施の際の協力・方法 

２５ 
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（４）審査結果（面接及び書類審査） 

選定基準 審査結果 

（平均点） 
評 価 

１ 

適 

・これまでの運営実績を踏まえ、魅力ある船上山少年自然の家とな

るようこれまで以上の管理運営に努めていただきたい。 

・今後、ＳＤＧｓについて意識した運営を行う必要が出てくるかも

しれない。 

２ 

１７．２ 

（２５） 

・利用者等の要望の把握、利用促進等のためのＳＮＳのさらなる活

用を望む。 

・地産地消へ向けた取組がされており期待できる。 

・事故防止及び対応については、ノウハウの多い会社が参画してい

るので、そのノウハウを活用いただければ、さらに安全性が高ま

る。 

３ ９．６ 

（２０） 

・過去の実績を踏まえた計画となっており適切である。 

・今後の収支計画は重要なため積算をより明確にされたい。 

４ 

２０．６ 

（３０） 

・財務状況、経営状況とも非常に安定している。 

・利用者が減少傾向であり、今以上の利用者確保の取組を期待した

い。 

・引き続き、許可等の文書発送時、複数人の目を通るような体制の

中で誤発送がないよう配慮されたい。 

５ 

１８ 

（２５） 

・定期的運営会議等の開催で、県職員との意見交換を充実し、魅力

あるプログラムの開発実施を行ってほしい。 

・日本海駅伝競走大会や南部忠平杯くらよし女子駅伝競走大会の出

場校への宿泊誘致のように、今後も、各種大会参加者（参加校）

への勧誘を行ってほしい。 

合計 ６５．４ 

（１００） 

 

※点数は委員５名の平均 

 

７ 指定管理候補者の事業計画の概要 

（１）管理運営の基本的な考え方 

・社会教育施設としての役割を認識し、幼児から一般までの方、また高齢者や障がい者の方々全

てが自然と触れ合い、教育文化活動、スポーツ活動などに取り組み、笑顔で活力ある体験活動

を送ることができるよう様々な支援を行う。 

・目まぐるしく変化する現在、青少年が抱える様々な課題に対して、体験活動の重要性を高め青

少年の健全育成に努め、船上山少年自然の家に何が求められているかを職員一人ひとりが常に

考えながら行動する。 

・学校等の利用団体の体験活動への積極的な支援を行うほか、利用者の目的が達成できるよう、

柔軟に利用者の立場に立った対応を行う。 

・山間僻地という立地の中で、事件、事故に迅速に対応できるよう地域の関係各機関とのネット

ワーク構築を図るとともに、平時から地域住民と連携しながら、より多くの目で利用者の活動

の安全を見守る。 

 

（２）管理の基準・サービスの提供内容 

・短期～中長期的観点から維持管理コストを最適化する。 

・建築物保守及び警備・防災に関する講習を通年開催するほか、機器・設備の取扱い教育、緊急

時の対応教育を年１回実施。 

・苦情対応教育のため年１回のマナー教室を実施。 
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・年２回常勤社員による前期の振り返りを行い、業務の見直しを行うとともに来期の目標を定め

る。 

・利用者アンケートにより利用者の意向を把握するとともに必要な対応を行う。 

・利用者受傷時の氷の提供、救急用品の配置、膝掛け用毛布・車椅子の貸し出しを実施。 

・スマートフォン・携帯電話充電器の貸し出しを実施。 

 

（３）県事業との連携・協力 

・県の指導部門との連携を深めるため、指導研修内容、災害・事故時の救護方法を熟知する。 

・県の主催事業をさらに魅力的なものにできるよう協力を行う。 

・事業が集中し、県職員が事務室に不在の時にも電話や受付に支障がないよう指定管理者が対応

できる体制をとる。 
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議案第３０号（その他）                社会教育課（内線：７５１９） 

条
例
名
等 

公の施設の指定管理者の指定（鳥取県立生涯学習センター）について 

提 
 
 

出 
 
 

理 
 
 

由 
 
 

及 
 
 

び 
 
 

概 
 
 

要 

 

１ 提出理由 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項に規定する公の施設の指

定管理者を指定することについて、同条第６項の規定により、本議会の議決を求める。 

 

２ 概  要 

（１） 公の施設の名称 

鳥取県立生涯学習センター 

 

（２） 指定管理者 

鳥取市扇町21番地 

公益財団法人鳥取県教育文化財団 

理事長 福本 慎一 

 

（３） 指定の期間 

令和６年４月１日から令和11年３月31日まで 

 

（４） 理由 

生涯学習センターの管理業務を効果的かつ効率的に行うため、公益財団法人鳥

取県教育文化財団を指定管理者として指定しようとするものである。 

 

 

（参考）選定方法：公募 
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鳥取県立生涯学習センターの指定管理候補者の選定について 

 

鳥取県立生涯学習センターの指定管理者について、鳥取県教育委員会指定管理候補者審査・指定管

理施設運営評価委員会（以下「審査委員会」という。）の審査結果を踏まえて検討を行った結果、次の

団体を指定管理候補者として決定した。 

 

１ 指定管理候補者 

公益財団法人鳥取県教育文化財団  鳥取市扇町２１番地 

 理事長 福本 慎一 

 

２ 指定期間 令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

 

３ 指定管理料の額 

４３８，３６５，０００円  （債務負担行為額４３８，３６５，０００円） 

［参考］単年度委託料の額 ８７，６７３，０００円 

 

４ 選定理由 

鳥取県立生涯学習センターの指定管理者の指定に当たって応募があったのは上記１の１団体であ

った。審査委員会において指定手続条例第５条及び生涯学習センター条例第５条の基準に基づき総

合的に審査した結果、上記１の候補者が指定管理候補者として適当であると認める。 

［選定理由］ 

財政基盤も安定しており、これまでの指定管理施設の管理運営の経験から施設設備の維持管理

や危機対応など各種業務に関するノウハウも有している。また、当該施設の設置目的を理解した

上で、高等教育機関や市町村等とも連携しながら、生涯学習に係る企画立案を行っている。 

さらに、フィールドワーク等の学習手法も取り入れながら、参加者による主体的な学びの成果

が地域づくり等に活かせるような企画の提案を行っている。 

 

５ 公募の経緯 

（１）募集期間（募集要項配布から募集締め切りの日まで） 

令和５年６月１９日（月）から８月３日（木）まで（現地説明会７月１０日（月）） 

（２）応募者 

応募者 所在地 代表者名 

（公財）鳥取県教育文化財団 鳥取市扇町２１番地 理事長 福本 慎一 

 

６ 審査の経緯 

（１）審査委員 

氏名 所属等 

岩田 直樹（委員長） 公立大学法人公立鳥取環境大学 特任教授 

高田 充征（副委員長） 高田税理士事務所 税理士 

太田垣 尚子 鳥取県高等学校ＰＴＡ連合会 事務局長 

佐々木 貴子 ガールスカウト鳥取県連盟 

林 憲彰 鳥取県教育委員会事務局 次長 

 

 

 

 

- 26 -



（２）開催経緯 

第１回審査委員会 

 令和５年６月６日（火） 

県立生涯学習センターの概要説明、募集要項等の審議 

第２回審査委員会 

 令和５年８月８日（火） 

面接審査の実施後、採点及び採点結果の審議、指定管理候補者の審査 

（３）選定基準 

 選定基準 審査項目 配点 

１ 施設の平等な利用を確保するの

に十分なものであること。 

（指定手続条例第５条第１号） 

・管理の基本的な考え方の適合性 

施設設置目的の理解 

指定管理者を希望する理由 

管理運営の方針 

 

必須 

 

２ 施設の効用を最大限に発揮させ

るものであること。 

（指定手続条例第５条第２号） 

・施設の設置目的に沿ったサービス・事業

の内容（サービス向上策、利用促進策等） 

・施設設備の維持及び衛生管理の水準 

・管理の基準 

開館時間、休館日、利用料金等の設定 

個人情報保護、情報の公開 

・利用者等の要望の把握・対応方針 

・事故・事件の防止措置 

３０ 

３ 管理に係る経費の効率化が図ら

れるものであること。 

（指定手続条例第５条第２号） 

・収支計画及び見積内容 

・支出計画の見通し 

・県の指定管理料額の多寡 

２５ 

４ 管理業務を安定して行うために

必要な人員及び財政的基礎を有

しており、又は確保できる見込み

があること。 

（指定手続条例第５条第３号） 

・法人の財政基盤、経営基盤 

・組織及び職員の配置等 

・現在の施設職員の継続雇用に関する方針 

・関係法令に係る監督行政機関からの指導

等の状況 

・法人等の社会的責任の遂行状況 

障がい者雇用 

男女共同参画推進企業等の認定等 

ISO14001・TEASⅠ種規格等の認証等 

あいサポート企業等の認定等 

家庭教育推進協力企業としての協定締結 

・当該施設の管理運営状況の実績評価 

 

２０ 
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５ 教育委員会が行う事業における

生涯学習センターの優先的な利

用、教育委員会との連携及び調整

が確保されるものであること。 

（生涯学習センター条例第５条

第１号） 

・教育委員会行う事業における生涯学習セ

ンターの優先的な利用の確保策 

・教育委員会との連携及び調整方策 

必須 

６ 生涯学習センターの利用を通じ

た生涯学習の普及振興を行うこ

と。 

（生涯学習センター条例第５条

第２号） 

その他教育委員会が生涯学習セ

ンターの設置の目的を達成する

ために必要と認めるものとして

別に定める事項。 

（生涯学習センター条例第５条

第３号） 

・生涯学習センターの利用を通じた生涯学

習の普及振興に関する業務の実施方針 

・生涯学習センターの利用を通じた生涯学

習の普及振興に関する業務の企画・立案

及び実施能力 

・とっとり県民カレッジ講座の企画、運営

及び生涯学習情報の提供に関する業務の

実施方針 

・とっとり県民カレッジ講座の企画、運営能力 

・生涯学習情報の提供に関する業務の企

画・立案及び実施能力 

２５ 

（４）審査結果（面接及び書類審査） 

選定基準 得点 

（配点） 
評 価 

 

１ 
適 

・長年の管理運営実績もあり、運営に対しての考え方、ノウハウを

十分に持っている。 

・県、市町村、高等教育機関との連携についての考え方が評価でき

る。 

 

２ 

２２．８ 

（３０） 

・今までの事業実績を踏まえつつ、新たな事業展開の計画や料金支

払のキャッシュレス決済導入等、サービス向上に取り組んでい

る。 

・防災のための日常的な対応は評価できる。 

・高校生等の自主学習支援等利便性の向上に努めてほしい。 

・利用状況による閉館時間の変更については今後の状況を注意する

必要がある。 

 

３ 
１３．２ 

（２５） 

・確かな積算に基づき適切な収支計画である。 

・維持管理費、消耗品費の年次的減額は対応可能であるか検討をお

願いしたい。 

 

４ 
１４．７ 

（２０） 

・コロナ禍において、困難な時期を安定的に対応した経営は評価でき

る。 

・今後のインターネットの利便性（Ｗｉ-Ｆｉ）の環境整備に期待する。 

・今後必要とされる職員の雇用や人材育成にも取り組んでいるが、さ

らにデジタル人材を確保して、利用団体等にも支援して欲しい。 

 

５ 適 

・県教育委員会の利用が確保されている。 

・今までも生涯学習事業は県教育委員会と連携して取り組んでお

り、今後も良い状況が継続すると見込まれる。 
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６ １９．４ 

（２５） 

・社会教育士の適切な指導により生涯学習の振興を図ってほしい。 

・県立夜間中学（令和６年度開校）へのサポートを期待したい。 

・より多くの県民に対して生涯学習が普及するよう、施設利用以外の

アウトリーチ型や、出前型の事業等を積極的に企画実施してほしい。 

合計 ７０．１ 

（１００） 

 

※点数は委員５名の平均 

 

７ 指定管理候補者の事業計画の概要 

（１）生涯学習の普及振興の取組 

ア 組織体制 

・社会教育士及び生涯学習相談員を配置し、生涯学習に関するさまざまな相談に対応する。 

イ 学習相談の実施 

・県教育委員会や市町村、各種学習機関等と連携するとともに、独自調査により情報の収集及

び整理を行い、各種の相談に対応する。 

ウ 県内学習団体の支援 

・生涯学習スクール「まなび（※）」の拡大 

東部を中心とした「まなび」の支援継続に加え、中・西部の学習団体の活動をさらに支援

するため生涯学習誌「生涯学習とっとり」による広報に努め、学習団体の交流会である「ま

なび・ふれあい交流会」への中・西部の団体の参加を促す。 

※登録団体について施設の優先利用、とっとり県民カレッジ連携講座登録等による広報、学

習成果発表の場（交流会）の提供等により支援する仕組 

・様々な課題を抱える地域づくり等へ意欲のある個人・団体のため、社会教育士を配置して、これ

までのコーディネート経験を活かしながら、生涯学習相談や情報提供、課題解決型講座の企画・

運営を積極的に行う。 

エ とっとり県民カレッジ講座の企画・運営 

・企画段階から市町村等との連携を密にし、市町村が抱える課題や受講者の要望、社会の要請等

を踏まえ、有識者の意見を聴きながら、若者、子育て世代、高齢者、或いは社会全体の現代的

課題を多角的に分析し、テーマを設定して効果的な学習プログラムの構築を図る。 

・課題解決型・参加型の講座とし、実践発表、フィールドワーク、グループワーク等の学習の

手法を取り入れ、参加者が主体的に学び、学びの成果が地域づくり等に着実に活かせるよう

企画する。 

・高等教育機関と連携した講座を設定し、ライブ配信業務を行う。 

オ 自主企画事業の実施 

・学習団体の交流会である「まなび・ふれあい交流会」を通じて学習成果の発表と交流を行い、

生涯学習の機運醸成を図る。 

・（公財）鳥取県看護協会と連携した「まちの保健室」講座など県民のニーズや要望を把握し

ながら自主事業を企画実施していく。 

 

（２）管理運営の基本的な考え方 

・生涯学習センターの設立趣旨や生涯学習推進施策を進めるための中核拠点施設であることを十

分に意識し、県教育委員会と連携して管理運営を行う。 

・施設利用を通じて生涯学習・社会教育に取り組む個人や各種団体、学校、企業等の交流促進に

積極的に取り組むことにより、社会教育の推進と県民の生涯学習の機運醸成を図ることを管理

の基本に据える。 

ア 開館時間・休館日等 

・平日及び土曜日 ９：００～２１：００ 

・日曜日及び祝日 ９：００～１７：００（現行より閉館時間が２時間繰り上げ） 

・休館日 12月29日から1月3日の６日間（設備点検等により臨時休館する場合あり） 

・現在、利用の少ない５階パソコン研修室を中研修室に変更し、稼働率を高めるとともに、無

料Wi-Fi環境を整備する。 

イ 利用料金・減免基準 
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・利用料金、減免基準ともに現行と同様。 

 

（３）県教育委員会との連携調整 

・県教育委員会が行う事業に対して優先利用を確保する。 

・従来どおり県教育委員会と連絡を密にし、県の生涯学習推進施策に従い、市町村や高等教育機

関との連携事業等を実施していく。 

・県教育委員会では令和６年度に県立夜間中学校を開校するなどの取組も進められており、県の

取組に引き続き協力し、より幅広い方々に学びの場を提供していく。 

 

（４）サービス向上と利用促進のための取組 

・施設利用料金の支払いについてキャッシュレス決済を導入。 

・５階講義室に新しい無料のＬＡＮ環境を整備。 

・ロビーにコイン式コピー機を設置し、インターネット無料利用（1 日最大 60 分）のための

Ｗｉ－Ｆｉ環境を整備。 

・レストラン・自動販売機の継続設置（レストランから各研修室に出前）。 

・アンケート・窓口等で利用者ニーズを把握し、サービス向上に活用。 
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議案第３５号（条例関係）             教育人材開発課（内線：８６０６） 

条
例
名
等 

職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び県費負担教職員の勤務時間、休暇等

に関する条例の一部を改正する条例（県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関

する条例の一部を改正する条例） 

提 

出 

理 

由 

及 
び 

概 

要 

 

１ 提出理由 

活力ある地域社会の実現に資する活動への職員の参加を促進するため、

地域活動に従事するための特別休暇を新たに設け、地域の活性化を図ると

ともに、職員の職務能力向上等に資する。 

 

２ 概要 

（１）県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正 

職員の特別休暇に活力ある地域社会の実現に資する活動への従事によ

り職員が勤務しないことが相当である場合として人事委員会規則で定め

る場合における休暇を加える。 

（２）施行期日は、公布の日とする。 

 

 

【特別休暇の案】 ※人事委員会と協議中 

①休暇の対象として想定している活動 

ア 地域住民等を構成員とする自治会・町内会、自警団、自主防災組織な

どが行う、地域における生活環境の維持や防災等の活動（地域貢献活動）

に、当該団体の構成員として従事する場合 

＜活動例＞ 

・自警団等が行う見回り活動や、その準備を行う場合 

・地域の環境美化活動に参加する場合 

イ その他、鳥取県内の地域を対象として行われる地域貢献活動に参加す

る場合 

＜活動例＞ 

・部活動の外部指導者として活動する場合 

 

②休暇日数 年５日以内（有給休暇） 
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職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正

する条例 

 

（職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 

第１条 職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成６年鳥取県条例第35号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

（特別休暇） 

第16条 特別休暇は、選挙権の行使、結婚、出産、

交通機関の事故、活力ある地域社会の実現に資す

る活動への従事その他の特別の事由により職員が

勤務しないことが相当である場合として人事委員

会規則で定める場合における休暇とする。 

２ 略 

（特別休暇） 

第16条 特別休暇は、選挙権の行使、結婚、出産、

交通機関の事故その他の特別の事由により職員が

勤務しないことが相当である場合として人事委員

会規則で定める場合における休暇とする。 

 

２ 略 

  

（県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 

第２条 県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成６年鳥取県条例第36号）の一部を次のように改

正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

（特別休暇） 

第14条 特別休暇は、選挙権の行使、結婚、出産、

交通機関の事故、活力ある地域社会の実現に資す

る活動への従事その他の特別の事由により職員が

勤務しないことが相当である場合として人事委員

会規則で定める場合における休暇とする。 

２ 略 

（特別休暇） 

第14条 特別休暇は、選挙権の行使、結婚、出産、

交通機関の事故その他の特別の事由により職員が

勤務しないことが相当である場合として人事委員

会規則で定める場合における休暇とする。 

 

２ 略 

  

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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報告第７号

[新規契約]

1 小中学校課
物品
保守

複合機 1台
鳥取市田島721番地
株式会社エコービジネス

使用１枚当たり
黒　　　　　0.75円
カラー　　　7.30円

令和５年10月１日～
令和９年９月30日

鳥取県立まなびの森
学園

2
鳥取工業高等学
校

物品
保守

デスクトップパソコン
プリンター
スイッチングハブ

１台
１台
１台

鳥取市商栄町221番地１
株式会社愛進堂

279,840
令和５年10月１日～
令和９年９月30日

鳥取県立鳥取工業高
等学校

3 境高等学校
物品
保守

デスクトップパソコン
プリンター

１台
１台

境港市浜ノ町147番地
株式会社やまさき

129,360
令和５年９月１日～
令和６年８月31日

鳥取県立境高等学校

長 期 継 続 契 約 の 締 結 状 況 に つ い て

番号 契　約　の　相　手　方 契約期間種類 契約対象物品 数量契約所属名 契約金額　　円 設置場所等

-
 3

3
 -


